
（参考）住宅・不動産市場の活性化のための緊急対策

ー主要施策の概要ー



住宅金融支援機構による事業資金の調達円滑化支援

○ 住宅金融支援機構のまちづくり融資制度（敷地内に有効な空地を確保する等の優良な住宅事業への機構による直接融資制

度（中小事業者に対しては無保証融資を実施））の対象事業の拡充を行い、住宅・不動産市場の活性化と良好な市街地環境

の確保を図る。

○ 実施予定 平成２０年１２月２２日より実施（省令改正）

(1)融資対象者 法人、個人

(2) 対象事業のタイプ（拡充は平成２３年度末までの時限措置とする)
① 有効空地確保事業 【現行】 法定空地率＋２０％ → 【拡充後】 法定空地率＋１０％

② 地区計画等適合事業等 【現行】 建替え事業に限定 → 【拡充後】 新規建設も対象

③ 共同建替、マンション建替事業など → 現行通り

(3) 要件

工業地域等にないこと、住宅部分が建物全体の１／２超など

(4) 金利： 1.26％（平成20年12月４日現在）

平成21年度については政府保証債の発行を要求中

(5) 償還期間： 原則として、建物竣工後２年以内

(6) 融資上限： 事業費の範囲内、かつ担保評価額以内

(7) 保証： 保証能力のある者の保証が必要(機関保証も可)。
＜中小事業者の特例＞

中小事業者(資本の額３億円以下又は従業員３００人以下)に該当し、保証人が確保できない場合には、保証を付さな

いで融資を行うことができる。

このため、無保証融資の場合のリスクは出資金で対応（平成２１年度予算要求事項）

■概要

空地を確保

担当者：住宅局総務課
内田企画専門官

連絡先：03-5253-8111
（内線39713)
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日本政策金融公庫の危機対応円滑化業務を活用した資金繰り支援

サブプライムローン問題に端を発した世界的な金融市場の混乱の影響を受け、国内金融機関が不動
産業に対する融資姿勢を厳格化している。こうした急激な信用収縮への対応として、健全な事業を営
む住宅・不動産事業者等に対し、日本政策金融公庫の危機対応円滑化業務を活用した資金繰り支
援を図る。

不動産業向け貸出残高は、6月末から9月末まで、1.2兆円減少

事業者向け資金の縮小

日本政策金融公庫
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担当者：総合政策局不動産業課

課長補佐 吉野

連絡先：03-5253-8111
（内線25-128）

＊今回の危機認定においては、特定資金の貸付け等の限度額は適用されない。
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大型都市再生プロジェクトや地方の都市開発事業に対する資金支援大型都市再生プロジェクトや地方の都市開発事業に対する資金支援
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金融環境の悪化

不動産関連企業の倒産増加・経営困難化

優良な都市開発事業に対する公的支援策がなければ、
事業が停滞し、地域の活性化に大きな障害

優良な都市開発事業に対する公的支援策がなければ、
事業が停滞し、地域の活性化に大きな障害

出資・社債取得等

（都市再生ファンド投資法人を活用）

出資・社債取得等を行いって一定のリ
スクを引き受け、民間金融機関の融
資を引き出す。

民都機構の事業参加による長期・低
利の資金支援

参加事業

-30

-20

-10

0

10

20

03年 04年 05年 06年 07年 08年

金融機関の不動産業に対する
貸出態度（「緩い」－「厳しい」）
不動産業者の資金繰り
（「楽である」－「苦しい」）

金融機関の不動産業に対する
貸出態度（「緩い」－「厳しい」）
不動産業者の資金繰り

（「楽である」－「苦しい」）

金融機関の不動産業に対する
貸出態度（「緩い」－「厳しい」）
不動産業者の資金繰り
（「楽である」－「苦しい」）

金融機関の不動産業に対する
貸出態度（「緩い」－「厳しい」）
不動産業者の資金繰り

（「楽である」－「苦しい」）

○金融機関の不動産業に対す
る貸出態度

（「緩い」－「厳しい」）
０８年７－９月期 －１６

○不動産業者の資金繰り
（「楽である」－「苦しい」）
０８年７－９月期 －５

■金融機関の貸出態度と資金繰り（不動産業・（日銀短観））

急激な冷え込み！

サブプライムローン問題前後の資金流入のイメージ
民間都市開発推進機構

の支援策

まち再生出資

地方都市等における都市再生に資
する事業に対し、出資を行い、事業
資金を呼び込む。

エリア選別が進むとともに
不動産事業に対する融資
審査が厳格化
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都市・地域整備局まちづくり推進課 課長補佐 武藤（32542）
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優良な住宅取得支援制度の拡充（既存住宅に係る要件緩和）

既存住宅取引を活性化し、住替えによるライフステージに適った居住水準の向上やリフォーム投資の推進等を

図るため、住宅金融支援機構による証券化支援業務における優良住宅取得支援制度（金利優遇）について、一

定のバリアフリー性等を備えた既存住宅の取得を制度の対象とする拡充を行う。

■ 金利優遇
当初５年間0.3％(年率)引下げ

■ 対象住宅

【現行制度】（主に新築住宅が対象）
省エネルギー性、耐震性、バリアフリー性及び耐久性・可変性のうちいずれかの性能が優れた住宅

【拡充】（既存住宅）
省エネルギー性又はバリアフリー性について一定の性能を備えた既存住宅を対象に追加
（例） ［現行］購入時の性能を審査 → ［拡充］購入またはリフォーム後の性能を審査

［現行］住宅全体のバリアフリー化 → ［拡充］高齢者の居室等の屋内段差解消または
手すり設置

■ 事業規模（平成20年度）：拡充後の制度全体
融資額 約7,000億円（約35,000戸相当）

■ 実施時期
平成21年1月5日より実施

○内容

○趣旨

担当者：住宅局総務課
内田企画専門官

連絡先：03-5253-8111
（内線39713)
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住宅ローン減税制度の延長及び拡充等 （所得税、個人住民税）

＜ポイント＞＜内容＞

○ 住宅着工の減少

・ Ｈ20年は、約110万戸（年）ペース。

→ 今後更に大きく落ち込む可能性
⇔ H18年までの5年間の平均水準は約121万戸

○ 現下の世界的な金融経済変動に対応し、内需主導の持

続的な経済成長を実現することが重要。国民の強い持家

ニーズを踏まえ、無理のない負担での住宅取得を支援す

ることにより、国民生活の向上や、経済効果の大きい住

宅投資の促進を図ることが喫緊の課題。

○ このため、以下の措置を講ずる。

①最大控除可能額の過去最高水準までの引上げ

②中堅勤労者等のための個人住民税からの実効性ある

減税

○個人住民税も対象とした住宅ローン減税の大幅拡充によ

り、以下の効果を発揮

①投資額 ： 約１．９兆円

②経済波及効果 ： 約４兆円

③雇用創出効果 ： 約２１万人

【現行制度(※)】

※平成20年入居の場合

600万円500万円最大控除額

1.2％1％控除率

10年10年控除期間

5000万円5000万円控除対象

借入限度額

長期優良住宅一般住宅

○ 地方財政に留意しつつ、住宅ローン減税制度の最大
控除額まで所得税額が控除されない者について、個
人住民税から控除

【内容】

過去最大規模のローン減税と新たな投資型減税措置を
講じることで、昨年の改正建築基準法による混乱前の水
準（１２１万戸程度）にまで、住宅投資を押し上げることが
可能

160万円最大控除額

【10年の場合】
1-6年目 １％
7-10年目0.5%

【15年の場合】
1-10年目0.6%
11-15年目0.4%

控除率

10年又は15年の選択制控除期間

2000万円控除対象借入限度額

（担当）住宅総合整備課・賃貸住宅対策官 小善（内39333)
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良質な住宅への投資を促進するための緊急措置の創設等
（長期優良住宅の建設及び住宅に係る改修の促進）（所得税）

＜ポイント＞＜内容＞

○ 世界金融危機やこれに伴う経済情勢の悪化等を踏まえ、国民生活の
質的向上を図る住宅投資に１５００兆円に及ぶ金融資産を誘導するため
の緊急措置（投資減税型措置）が必要。

○ 具体的には、以下の層について、住宅投資の促進を図る。
①一次取得層におけるローン非利用世帯（現金で住宅を購入可能な世
帯）
②二次取得層（住宅を買い換える団塊の世代等）

○ 長期優良住宅が普及し、将来的に良質な既存住宅が流通・循環利用さ
れることで、社会的資産として国民に広くその便益が及ぶ。

○長期優良住宅の建設促進

長期優良住宅を新築又は取得した場
合に、標準的な性能強化費用相当額(上
限1000万円）の10％に相当する額を、そ
の年分の所得税額から控除
（当該控除をしてもなお控除しきれない
金額がある場合、翌年分から控除）

①一定の省エネ改修又はバリフリ改修工
事を行った場合、工事に要した費用の額
と当該工事に係る標準的な工事費用相
当額のいずれか少ない金額（上限：200
万円(併せて太陽光発電装置を設置する
場合300万円)）の10％に相当する額をそ
の年分の所得税額から控除
②住宅に係る耐震改修促進税制につい
て、適用対象区域の拡大等を講じた上で
適用期限を５年延長

○住宅に係る各種改修の促進

○長期優良住宅：長期優良住宅促進法施行の日～Ｈ２３．１２．３１

○省エネ改修・バリアフリー改修：H21.4.1～H22.12.31
○耐震改修：H21.1.1以後に行う耐震改修について適用

【適用期限】

新たな投資型減税措置と過去最大規模のローン減税を講じることで、昨
年の改正建築基準法による混乱前の水準（１２１万戸程度）にまで、住宅
投資を押し上げることが可能

（担当）住宅総合整備課・賃貸住宅対策官 小善（内39333)
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《省エネルギー性に優れた住宅》
従来より高い水準の断熱性・気密性を実現した住宅

○省エネルギー対策等級４で
あること。

地球温暖化対策の推進

優良住宅取得支援制度：住宅金融支援機構の証券化支援の枠組みの下で住宅ローンの金利引下げを行う制度

対象とする住宅 ：省エネルギー性、バリアフリー性、耐震性又は耐久性･可変性のいずれかに優れた住宅

金利優遇の内容 ：当初５年間0.3％引下げ(平成21年度予算要求：金利優遇期間を延長(当初10年間))

優良住宅取得支援制度：住宅金融支援機構の証券化支援の枠組みの下で住宅ローンの金利引下げを行う制度

対象とする住宅 ：省エネルギー性、バリアフリー性、耐震性又は耐久性･可変性のいずれかに優れた住宅

金利優遇の内容 ：当初５年間0.3％引下げ(平成21年度予算要求：金利優遇期間を延長(当初10年間))

《バリアフリー性に優れた住宅》
介助用車いす使用者が、移動、入浴等の基本的な生活行為を

行うための措置が確保された住宅

○高齢者等配慮対策等級３以上
であること。

バリアフリー化の推進

《耐久性・可変性に優れた住宅》
長期の安定した居住を可能とする耐久性を有し、模様替え等

の容易性について適正な水準が確保された住宅

○劣化対策等級３、維持管理対
策等級２以上及び一定の更新
対策（更新対策については共同住宅等に限

る。）のすべてに適合すること。

耐久性・可変性の推進

《耐震性に優れた住宅》
従来より強い地震力に対して倒壊、崩壊等しない程度の性能

が確保された住宅（免震住宅を含む）

○耐震等級（構造躯体の倒壊等
防止）２以上又は免震建築物
であること。

耐震化の推進

(注１) 上記の各技術基準は、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）に基づく住宅性能表示制度の基準に準拠している。
(注２) この他、既存住宅を対象とした省エネ性、バリアフリー性等の基準を設けることとしている。（平成21年1月5日より）

優良な住宅取得支援制度の金利優遇期間の延長
担当者：住宅局総務課

内田企画専門官
連絡先：03-5253-8111

（内線39713)

《主として新築住宅を対象とした基準》
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平成２１、２２年中に土地を取得した法人については、その土地の取得価額を限度として、その後１０年間に
他の土地を売却して譲渡益が発生しても、その８割（２２年取得分については６割）を減額する。
減額相当額は、先に取得した土地の価額を圧縮記帳することにより課税を繰り延べる。
（注）個人事業者についても同様の措置を講ずる。

譲渡益課税（所得税・法人税）

１０年間

土地購入

平２１

別の保有土地の売却 譲渡対価 ３０億円
帳簿価額 １０億円

圧縮損 ▲１６億円

帳簿価額 ９億円

２０億円

圧縮記帳

譲渡益

（取得価額２５億円）

景気回復期間中に取得した土地に係る譲渡益課税の特例措置の創設

個人が、平成２１、２２年中に取得した土地を譲渡した場合（所有期間５年超のものに限る）には、１０００万
円の特別控除（所得控除）を適用する。（注）法人についても同様の措置を講ずる。

平成２１年度 土地税制の概要

５年保有

土地購入
平２１ 平２２

４０００万円

景気回復期間

土地売却

５０００万円

譲渡益 １０００万円
特別控除 ▲１０００万円

０ 円

８割圧縮

先行取得 別の保有土地の売却

取得土地の将来譲渡益に係る１，０００万円特別控除

保有する他の土地の将来譲渡益に係る課税の繰り延べ措置

担当者：土地・水資源局 土地企画調整室

課長補佐 井浦

連絡先：03-5253-8111（内線30-654）
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登録免許税 不動産取得税 事業用資産の買換え特例

税率を現行水準に引き下げ
税率
課税標準

現行水準
を据え置き 現行制度を３年延長

延長（税率：％）

（年度）Ｏ

1.0
（現行）

2.0
（本則）

１９ ２０ ２１ ２３

1.3
1.5

＜土地の売買による所有権の移転登記＞

19               20                21 (年度)

(税率：％)

2.0
(本則)

0.8
(現行)

0

0.9

延長

＜Ｊリート・ＳＰＣが不動産を取得する場合の
所有権の移転登記＞

課 税

譲 渡 資 産 買 換 資 産

譲 渡 益

譲 渡 価 格

取 得 費

80%

20%

課 税 繰 延

取 得 価 格

圧 縮

簿 価

譲渡益の８割を課税の繰延べ

所有期間：１０年超
範囲：国内にある土地、建物等

譲渡資産

範囲：国内にある土地、建物、機械等

買換資産

Ｊ
リ
ー
ト

・Ｓ
Ｐ
Ｃ

住
宅

土
地

４％－本則

－
上記に加え

１／３

３％－

３％１／２

特
例

税率課税標準

＜現行＞ ＜現行＞

２２ ２４

1.3
1.5

土地住宅：３年 Ｊリート等：２年
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